研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　南山苑在宅介護支援センター　職　種　ソーシャルワーカー　氏　名　小笠原　裕美子

	期　　間　　平成19年11月9日　～　平成19年11月10日

	出張目的　平成19年度　東北ブロック地域包括・在宅介護支援センター職員研修会

	出 張 先　八戸グランドホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


「基調講演」　地域包括・在宅介護支援センターをめぐる現状と課題について
　　　　　　　　全国地域包括・在宅介護支援センター協議会　副会長　青木　佳之　氏

　

　まず、全国地域包括・在宅介護支援センター協議会の概要や全国の地域包括支援センターの運営状況、社会保政策の現状と課題等が説明された。協議会としての重点活動としては、在宅介護支援センターのこれまで活動を評価し、地域包括のブランチ、サブセンターとして機能させることがあげられていた。



●まとめ

・新しい理念の包括的地域ケアシステムの概念が必要である。

・包括的地位ケアシステムの構築

・地域ケアマネジメント機能・機関と地域にあるすべての社会資源の包括的・有機的サービス提供機関の分離とシステム化が必要。

現在、業務を行う中で委託された事業をこなすことが最優先となっているが、在宅介護支援センターは地域住民にとって身近な相談窓口であり、住民へ向けての介護予防の啓発や地域のネットワーク作りをもっと積極的に地域へ出向き行っていく必要があると感じた。その為には、地域包括との連携は不可欠であり、情報を共有して業務を行っていく事が大切であると感じた。

「ワークショップ」　地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの連携・機能について

現在の業務を行う上で、疑問や困難なこと、地域包括との連携について（現状と課題）自由に意見を出し合った。

問題点
　訪問ができない。

　在介を理解してもらえない（PRが少ない）

　包括との連携がうまくいかない

（困難ケース等）

　在介の機能が低下しているのではないか
＜考察＞

　東北各地の在宅介護支援センターの職員の業務内容や問題点、仕事に対する思い等を意見交換した。どの在介も地域の理解が得られないとか、包括との連携がうまくいかない等、同じような悩みを持ちながらも業務を行っている仲間がいるということがまず心強かった。在介のPRや地域と情報を共有するために、町内会や民生委員、ほのぼの交流員等が集まる集会を利用したり、包括と在介連名のチラシを配布するなど工夫は様々だったが、まだまだ効果的な情報発信ができていないというのが課題として上がってきていた。医療機関や医師とのつながりもまだ少ないため、介護予防教室の講師を依頼しネットワークを広げていくという地域もあった。他県の在介も小さなネットワークから始めて、徐々に大きなネットワーク作りを目指しているということで、まずモデル地区でやってみるというのが大切であると感じた。

「シンポジウム」　地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの現状から今後を考える
●地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの連携・機能について

　　岩手県盛岡市　イーハトーブ地域包括支援センター　主任介護支援専門員　山内　二三男　氏

1.盛岡市の地域包括・在宅介護支援センター

　・包括支援センター7ヶ所、在宅介護支援センター11ヶ所（ブランチ）

　・毎月、包括支援センターのケアマネが集まり、合同会議を開催している。（主に事例検討）

　・高齢者権利擁護・虐待防止研修会を開催（月1回）

　

2.イーハトーブ地域包括支援センターと千年苑介護支援センター（ブランチ）の関係

　・地域ケア会議の開催

　・包括・ブランチ連絡会を月1回開催し、情報交換を実施

3.地域で求められる機能とは

　・介護保険非該当となった方のフォローができていない（線ではなく面の対応が必要）

　・認知症者を地域で支える体制→行方不明の時の対応や連携方法をチラシにして地域へ配布

　・地域リハビリ教室の開催（各公民館を活用）→現在は各地の民生委員に引き継いだ形になっている。

＜考察＞

　地域包括支援センターの周知度はまだまだ低く、逆にこれまで活動していた在宅介護支援センターの方が認識度はある。2つを別々のものと考えるのではなく、同じ立場のセンターとして考えることで連携もスムーズに運ぶのではないかと感じた。

●地域包括支援センター及び在宅介護支援センターにおける地域とのネットワークづくり

　　岩手県石巻市　石巻市稲井地域包括支援センター　所長　佐藤　みち子　氏

1.石巻市　 地域包括支援センター　9ヶ所

　 　　　　在宅介護支援センター　6ヶ所（ブランチ）

2.PR活動について

・包括支援センターの周知と職員の顔を知ってもらうために「PR広報誌」を作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訪問時や市のイベントの際に活用

　・市内の地域包括・在宅介護支援センターの連絡際を入れた「クリアファイル」の作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「介護フェア」にて配布

　・民生委員や老人クラブの会合、グループホーム運営推進会議への参加

　・介護予防教室の内容検討→「そば打ち体験」や「フラワーアレンジメント」等、楽しく時間を過ごしていただく工夫。「玄米ダンベル体操」が好評。

3.新しいネットワーク作り

　・既存のネットワークを活用～住民の信頼が厚い市の保健師と連携することで、医療機関との連携にも役立った。

　　　　　　　　　　　　　　　医療連携室等とケアマネジャーとの情報交換会の開催→退院援助がスムーズに。

4.課題

　・災害時等の住民の見守り組織をどうするか。→住民の認識不足や個人情報保護の問題があり、要援護者の台帳づくりが進まない。

＜考察＞

介護予防教室で、転倒予防や認知症予防等の働きかけも大切だが、参加する住民にまず楽しんでもらいたいという考えで、そば打ちやフラワーアレンジメント等の趣味活動も取り入れている部分がおもしろいと思った。介護予防教室でも「楽しみ」を提供し、そこから興味を持っていただくような導入の方法を検討しなければならないと感じた。石巻市の地域包括では、職員もダンベル体操を覚え、職員が中心となって住民に体操を教えているとのことだった。私たちも、私たちが介護予防の情報発信源となって、予防への後押しをするこつが大切であると感じた。

●地域包括支援センター及び在宅介護支援センター職員の役割

　　福島県会津若松市　会津若松市若松第三地域包括支援センター　所長　坪田　保博　氏

1.困難事例対応について

　・一人で対応し、抱え込まないために個別のケース会議を随時開催。3職種が連携しネットワークを活用している。

2.介護予防と認知症高齢者へ取り組み

　・精神科医に市民講演会で認知症についての講演を依頼。

　・認知症家族会が中心となり、地域で生活する認知症者やその家族の支援

　・介護予防教室について～山間部の小さい集落が多いため、チラシは全世帯へ配布する（職員顔写真付き）。包括支援センター職員で認知症の寸劇を実施。町内会、民生委員、老人クラブへねばり強く協力依頼。

＜考察＞

　　会津若松市の地域包括の職員も、職員間で認知症予防の寸劇（相談窓口のPRも兼ねて）を考え、介護予防教室の際に披露しているとのことだった。やはり基本はどうすれば住民に関心を持ってもらえるのかという事で、こちらから一方的に話をするのではなく、参加者を引き込み、掛け合いが出来る場を作るということが大切であると感じた。また、介護予防の講演を医師に依頼（認知症予防や失禁予防）することも多く、参加者の増大につながっているとのことだった。医療機関や医師との連携が課題であると感じた。

●これから求められる情報発信と評価

　　青森県弘前市　長慶苑在宅介護支援センター　所長　三上　直樹　氏

1.「届く」情報発信

新しい仕組みを理解してもらうには、これまで以上の情報発信が必要。どういう方法で発信するかというより、伝えたい対象者(ターゲット)に届いているかを考えることが大切。

2.発信した情報にフィードバックはあるか

　情報が届いたか判断するには、受信した側から反応やフィードバックがあるか?フィードバックを受ける工夫が必要である。例えば、アンケートをとったり、直接意見を聞くのが有効。

3.NPM（New　Public　Manegement）

　何をやったか=「アウトプット」ではなく、どんな成果があったか＝「アウトカム」を重視。

　目標指数の設定→短期目標の積み重ねで、長期目標が達成される。

＜考察＞

　　これまで介護予防教室の評価方法は、教室終了後にアンケートを取り参加者の反応や次回への希望等を伺っていたが、未記入等も多く評価として利用できない場合も多かった。会場で参加者の反応を感じることはできるが、直接意見を伺うことはあまり行っていなかったため、今後ぜひ取り入れてみたいと思う。また、介護予防にとって「成果」はとても重要で、参加者に教室に参加した成果をフィードバックできる方法を検討していかなければならないと感じている。そのためには、参加者のアセスメントを行い、きちんと教室の目的を伝えていけるよう自分自身のスキルアップも重要であると感じた。　　



















C.E.O.





I.O.O.





A.O.M.





・在宅介護支援センターに期待される役割


総合相談支援窓口


地域の実態把握


住民向け啓発


介護予防教室


関係者のネットワーク作り


介護予防ケアマネジメント


住民の組織化支援


人材養成、研修








・地域包括支援センターへの協力の具体的内容


地域包括支援センターへの情報提供


地域の実態把握、ケースに関する調査


関係機関の連携促進・ネットワーク作り


特定高齢者の把握、選定


困難ケースへの対応


個別のケース訪問


初期相談の対応など、地域の窓口機能の発揮


介護予防マネジメント





・地域包括支援センターの課題


　1.　3職種、職員3人ではなく人員配置の検討が必要


　2.　業務量が過大である。


　3.　介護予防プランの増加により他の事業が困難である。


　4.　地域包括ケア体制の構築


　5.　職員の力量（スキルアップ困難）不足


　6.　効率的な事業実施方法の検討


　7.　相談窓口としての機能が不十分


　8.　在宅介護支援センターとの連携が不十分


　9.　地域福祉推進会との連携が不十分


　10. 地域の介護支援専門員支援が困難


　11. 他職種との連携が困難


　12. 虐待対応が困難であるため行政の対応が必要である。


　13. 医療機関との連携が困難


　14. 特定高齢者の把握が不十分





解決のために


・包括を巻き込み、歩み寄る姿勢


・包括と在介の親睦を深める工夫


・テレビ、ラジオ、新聞、冊子の活用


・医師会や医療機関と連携も必要　等





介護予防率や困難事例の解決にも利用できるはず。








